[研究会記録]現代日本財政史における「高橋財政」の意義 : 吉田震太郎「高橋財政下の地方財政」を手掛かりとして by 池上 岳彦 et al.


















1 ）高橋是清（1854～1936年）が大蔵大臣を務めたのは，①1913年 2 月～14年 4 月（第 1 次山本権兵
衛内閣），②1918年 9 月～21年11月（原敬内閣），③1921年11月～22年 6 月（高橋是清内閣。内閣総理
大臣が大蔵大臣を兼任），④1927年 4 月～ 6 月（田中義一内閣），⑤1931年12月～32年 5 月（犬養毅内






































































































































































































































































































































































べた通り，事業費の財源は国庫補助金で 4 分の 3 出していて，残る地方一般財源のすべてを起
債できたのです19）。そうすると，確かに財政調整がその時点では要らなくなるともいえるので
す。少なくとも1936年の臨時町村財政補給金も偶然的かつ非体系的なものですから，論理必然

































































































































れたという横山さんのお話につながります。農村振興土木事業の財源は補助金が 4 分の 3 で，






















































































































































































































融資の割合は当初 4 割程度であったが，その後は低下して1960年代は 2 割前後であった。しか
し，地方財政の側からみると，地方債計画の資金における政府資金31） の割合は，1960年代初頭

















































































































―（1932-1933）「英国に於ける国庫交付金制度（一）～（四）」『自治研究』第 8 巻第 8 号，67～
72頁；同巻第 9 号，83～94頁；第 9 巻第 7 号，67～74頁；同巻第 8 号，81～94頁。［1929年地方
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2016年）を偲ぶ財政学研究会（2017年 3 月18日。立教大学池袋キャンパス 5 号館第 1 ・第 2 会議室に
て開催）において行われた高橋財政に関する報告及び議論が現在も学術的意義を有すると考えて，そ
の記録を筆者（池上）の責任で取りまとめたものである。研究会の発言者には報告と議論の内容をそ
れぞれ確認していただいた。また，氏名の後に記した肩書は研究会当時のものである。なお，注釈（本
文中の引用注及び脚注）は筆者が付した。
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本誌への掲載を認めていただいた立教大学経済学研究会，報告・議論の内容確認・掲載を承諾して
いただいた皆様及び吉田氏の学恩に対する感謝の意を表したい。（池上岳彦）
